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【内容】

１ 国の省令による指定地域密着型サービスに関する条例改正

＜今回改正する条例＞

●指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例

●指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例

２ 令和6年度介護報酬改定について
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宇部市地域密着型サービス事業の指定基準等の条例改正について



【指定地域密着型サービスに関する条例の考え方】

●介護保険法第78条の4により、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を市町村の条例で定めなければ
ならないと規定されている。（地域密着型介護予防も法第115条の14により規定）

●本市の条例は、以下の法区分のうち「従うべき基準」と「独自基準」を盛り込み、条例に規定のない内容も国の基準（省令）を
準用するように策定している。
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法区分 条例に対する拘束力

従うべき基準 必ず適合しなければならない基準

標準とすべき基準 法令の「標準」を通常よるべき基準としつつ、合理的な理由がある範囲内で、
地域の実情に応じた「標準」と異なる内容を定めることが許容されるもの

参酌（さんしゃく）すべき基準 十分参酌した結果であれば、地域の実情による国の基準と異なる内容を定めることは寛容

独自基準 本市が定める他の本市条例に関わる内容等

１ 国の省令による指定地域密着型サービスに関する条例改正

【主な改正内容】

（１）管理者の兼務範囲の明確化

（２）身体的拘束等の適正化の推進

（３）管理者の兼務

（４）生産性向上に先進的に取り組む特定施設に係る人員配置基準の特例的な柔軟化

（５）緊急時等における対応方法の定期的な見直しの義務付け

（６）介護療養型医療施設の廃止



（１）管理者の兼務範囲の明確化 【全サービス】

＜概要＞

提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営する観点から、管理者が兼務できる事業所
の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化する。
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（２）身体的拘束等の適正化の推進 【全サービス】

１ 国の省令による指定地域密着型サービスに関する条例改正

（３）管理者の兼務 【（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護】

＜概要＞

提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営する観点から、（看護）小規模多機能型居宅
介護の管理者による他事業所の職務との兼務について、兼務可能な他事業所のサービス類型を限定しないこととする。

＜概要＞

身体拘束等の適正化を推進する観点から、次に掲げる見直しを行う。

ア）多機能系サービスについて、身体拘束等の適正化のための措置（委員会の設置、指針の整備、研修の実施）を義務付ける。
その際、1年間の経過措置期間を設けることとする。

イ）訪問系サービス、通所系サービスについて、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な
い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととする。また、身体的拘束等を行う場合の記録を義務付ける。
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（４）生産性向上に先進的に取り組む特定施設に係る人員配置基準の特例的な柔軟化 【地域密着型特定施設入居者生活介護】
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（５）緊急時等における対応方法の定期的な見直しの義務付け 【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

＜概要＞

介護老人福祉施設があらかじめ定めることとされている緊急時等における対応方法について、配置医師及び協力医療機関の
協力を得て定めることとし、また、1年に1回以上、見直しを行うことを義務づける。

＜概要＞

テクノロジーの活用等により介護サービスの質の向上及び職員の負担軽減を推進する観点から、利用者の安全並びに介護
サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会において、生産性向上の取組に当たっての必要
な安全対策について検討した上で、見守り機器等の複数のテクノロジーの活用、職員間の適切な役割分担等の取組により、介
護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められる指定特定施設に係る当該指定特定施設ごとに置くべき
看護職員及び介護職員の合計数について、常勤換算方法で、要介護者である利用者の数が3（要支援者の場合は10）又はその
端数を増すごとに0.9以上であることとする。

（６）介護療養型医療施設の廃止 【定期巡回、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型特定施設入居者生活
介護、地域密着型介護老人福祉施設、看護小規模多機能型居宅介護】

＜概要＞

平成30年（2018年）に介護医療院が新設されたことに伴い、廃止となった介護療養型医療施設の経過措置期限であるＲ６.３.
３１を迎えるにあたり、「介護療養型医療施設」を削除。
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２ 令和6年度介護報酬改定について
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２ 令和6年度介護報酬改定について
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２ 令和6年度介護報酬改定について


